
平成２７年度 薩摩川内市小・中学校施設耐震化関連事業 事務事業評価 

 
所管部課名  

    薩摩川内市教育委員会 教育総務課 
 

評 価 事 項  
 【 薩摩川内市 小・中学校耐震化関連事業 】 ・・・ 資料１  
 

根 拠 法 令  
   義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律 
    抜 粋 
第１条（目 的） 
 この法律は、・・・・、公立の義務教育諸学校の建物の建築に要する経費について

国がその一部を負担することを定めるとともに、・・・・・・地方公共団体による施

設整備計画に基づく事業に充てるための交付金の交付等について定め、もって義務

教育諸学校等における教育の円滑な実施を確保することを目的とする。 
     ※本市の整備計画は大型事業の査定で決定する。 
第１２条  

２ 地方公共団体は、前項の交付金の交付を受けようとするときは、施設整備基

本計画に即して・・・・地方公共団体が設置する義務教育学校施設の整備に関する

施設整備計画を作成しなければならない。 
 
   施設整備計画の事後評価実施要項      事後評価・・・ 資料３  
    抜 粋 
   
第１ 事後評価の目的 
 ・・・・施設整備計画の事後評価は交付金がもたらした成果等を検証し、公立義

務教育諸学校等施設の整備を適切に進めるとともに、地域住民等への説明責任を果

たすことを目的として行う。 
 

第４ 事後評価の方法 
 事後評価は・・・・・当事者による事後評価だけでなく、例えば外部の有識者を

含めた委員会等による評価の実施や・・・・・など、第三者からの意見を求めるこ

とが望ましい。 
 

第５ 事後評価の項目  
・当該施設整備計画に記載した各目標の達成状況 
・当該施設整備計画に記載した各事業の実施状況 
・その他、各地方公共団体において適切と認める事項 

1



平成２７年度

設計額 契　　約 入　札

請負額 着　　手 年月日

変更請負額 完　　成 日　間

272,106,000 H27.9.30

建築一式 267,840,000 H27.9.30

H28.3.31 184

25,697,000 H27.10.7

電気一式 25,110,000 H27.10.8

H28.3.31 176

8,426,000 H27.10.7

設備一式 7,583,400 H27.10.8

H28.3.31 176

17,284,000 H27.10.7

設備一式 15,555,600 H27.10.8

H28.2.24 140

23,495,000 H27.6.17

建築一式 23,274,000 H27.6.25

24,003,000 H27.9.30 98

6,174,000 H27.7.1

電気一式 5,918,400 H27.７.2 H27.6.24 1

H27.9.30 91

28,043,000 H27.6.17

建築一式 27,324,000 H27.6.25 1

28,142,000 H27.9.30 98

6,179,000 H27.6.22

電気一式 5,913,000 H27.6.25 1

H27.9.30 98

23,724,000 H27.6.24

建築一式 23,533,200 H27.6.25 1

24,914,000 H27.9.30 98

4,585,000 H27.7.1

建築一式 4,536,000 H27.7.24 1

5,847,000 H27.9.15 76

4,712,000 H27.7.15

建築一式 4,644,000 H27.7.16 1 100%

4,918,000 H27.9.29 76

11,044,000 H27.７.１

建築一式 10,908,000 H27.7.2

H27.9.15 76

4,255,000 H27.７.１

電気一式 4,125,600 H27.7.2

H27.9.15 76

21,793,000 H27.7.1

建築一式 21,600,000 H27.7.24

22,159,000 H27.10.7 98

5,181,000 H27.6.24

電気一式 4,968,000 H27.6.25

H27.9.30 98

2,587,000 H27.７.１

建築一式 2,570,400 H27.7.2

2,708,000 H27.8.31 61

28,785,000 H27.10.14

建築一式 28,620,000 H27.10.15

H28.1.18 96

18,782,000 H27.8.5

建築一式 18,684,000 H27.8.6

23,072,000 H27.11.18 105

10%

10%

6 10%

2
育英小学校屋内運
動場新増改築（電機

設備）工事

有限会社
大勝電設 H27.9.30 1

中郷町
育英小学校

中郷町
育英小学校

有限会社
第一水道

5

5

1

中郷町
育英小学校

7

吉満・内野
特定建設工

事
共同企業体

株式会社
柴田設備

H27.7.22

H27.9.30

H27.9.30

1

1

1

4

育英小学校屋内運
動場新増改築（建

築）工事

育英小学校屋内運
動場新増改築（浄化

槽）工事

中郷町
育英小学校

3

小学校
屋内運動場
建設事業

育英小学校屋内運
動場新増改築（機械

設備）工事

    薩摩川内市　小・中学校施設耐震化関連事業　一覧

番
号

事業名 工事名 位　置 事　業　量 請 負 業 者

応

札

者

数

入

札

回

数

進

捗

率

備

考

10%

5
小学校耐震改

修事業

朝陽小学校屋内運
動場耐震補強及び
改修（建築）工事

入来町
朝陽小学校

有限会社
桑原組 H27.6.17 1 100%

朝陽小学校屋内運
動場耐震補強及び
改修（電気設備）工

事

入来町
朝陽小学校

有限会社
兼工業所

7

5

100%

7
副田小学校屋内運
動場耐震補強及び
改修（建築）工事

入来町
副田小学校

㈱山之内建
設 H27.6.17 5 100%

6

8

副田小学校屋内運
動場耐震補強及び
改修（電気設備）工

事

入来町
副田小学校

有限会社
大誠電機 H27.6.17 7 100%

9
可愛小学校南中校
舎棟耐震補強及び

改修工事

御陵下町
可愛小学校

㈱幸洋 H27.6.17 4 100%

10
藤川小学校屋内運
動場プレキャスト版
接合部補強工事

東郷町
藤川小学校

㈱匠蔵 H27.6.24

11
山田小学校屋内運
動場プレキャスト版
接合部補強工事

東郷町
山田小学校

㈱伸和建設 H27.7.8

2 100%

3

12
中学校耐震改

修事業

樋脇中学校武道場
天井落下防止対策

（建築）工事

樋脇町
樋脇中学校

㈱伸和建設
H27.6.24

3 1 100%

13
樋脇中学校武道場
天井落下防止対策
（電気設備）工事

樋脇町
樋脇中学校

㈱南電工 H27.6.24 7 1 100%

14
祁答院中学校武道
場天井落下防止対

策（建築）工事

祁答院町
祁答院中学

校
㈱小園建設 H27.6.24 4 1 100%

1 100%

16
入来中学校武道
場耐震補強工事

入来町
入来中学校

㈱堀切興業 H27.6.24

15

18
海星中学校屋内運
動場非構造部材等

耐震対策工事

下甑町
海星中学校

H27.6.17 9
祁答院中学校武道
場天井落下防止対
策（電気設備）工事

祁答院町
祁答院中学

校

有限会社
是枝商会

中野建設㈱ H27.7.29 4 1 95%

2 1 100%

17
下甑町

海陽中学校
㈱ヨスミ建設 2 10%

海陽中学校屋内運
動場非構造部材等

耐震対策工事
1

H27.10.7

2

　　　　資料１



＜事務事業評価表＞

■

項 目

目標年度

平成２８年度

平成２８年度

平成29年度
見込額

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.40

0.40

所管部課名 教育部　　教育総務課 担当者

根拠法令等
義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する
法律(施設整備基本方針)、地震防災対策特別措置
法

マニフェスト関連

平成27年度 育英小学校屋内運動場新増改築事業 事務事業 評価表
［単位：千円、人］

 １　事務事業の位置付け（Ｐｌａｎ）

事業の類型 　□ ソフト事業　　　　■ 建設・整備事業　　　　□ 施設管理　　　　□ 内部管理

事業の種類 　□ 特定事業　　　　　■ 義務的事業　　　　　　□ 裁量事業

政策
政策Ⅴ　次世代を担う人と文化を育
むまちづくり

施策 施策１　未来をたくましく生きる力を育む教育の推進

小施策 ③教育環境の充実

屋内運動場建設事業費

　２　事務事業の実施　（Ｄｏ）

事
業
の
内
容

概要
　学校施設環境改善交付金事業により実施する。
　老朽化した屋内運動場を解体し、避難施設としての機能を備えた屋内運動場を建設し、児
童等の安全性の確保及び教育環境の充実を図るもの。

対象（誰を、何を対象
とする事業か）

　育英小学校屋内運動場

意図（どのような状態
にしたいのか）

　避難施設としての機能を備えた屋内運動場を建設し、児童等の安全性の確
保及び教育環境の充実を図るもの。

手段（市がどのような
活動をするか）

予算
科目
等

会計 一般会計

款 教育費 小学校費 小学校建設費

事項 屋内運動場建設事業費 細事項

活動指標 実施棟数 １棟

成果指標 建設工事実施率 100%

　避難施設としての機能を備えた屋内運動場を建設する。

事業期間 　□ 単年度繰返　■ 期間限定複数年度（⇒　　　25年度 ～　　28年度）

指標名 目標値

16,730

需用費 0 0 254 0

経
費
及
び
指
標
の
推
移

項目
平成25年度

決算額
平成26年度

決算額
平成27年度

予算額
平成28年度

見込額
事業費 1,785 21,247 332,024

委託料 1,785 21,247 0 0

工事請負費 0 0 330,000 16,730

備品購入費等 0 0 1,664 0

役務費 106

補助金 0 0 0 0

国・県支出金 0 0 67,000

一般財源 1,785 21,247 13,324 16,730

要員配置状況 0.00 0.20 0.30 0.60

財
源
内
訳

0

その他 0 0 251,700 0

職員 0.00 0.20 0.30 0.60

嘱託員

成果指標の推移 10.0% 30.0% 90.0% 100.0%

特筆すべき事項等

臨時職員等

活動指標の推移 1棟 1棟 1棟 1棟

3
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＜事務事業評価表＞
　３　事務事業の視点別評価　（Ｃｈｅｃｋ）

妥
　
当
　
性

対象・手段の妥当性 ■ 妥当である　　　□ 改善の余地はある　　　□ 妥当ではない

（上記選択の理由）
　優先度調査の結果に基づき、年次的に耐震診断、耐力度調査を実施し、その結果、屋内運動場の
建設を実施する必要がある。

市が関与すべき妥当性 ■ 市が関与すべき　　　□ 民間でも可能　　　□ 民間で実施すべき

（上記選択の理由）
　市所有の施設であり、学校の教育環境整備を行うことが必要である。

効
　
率
　
性

事業費の削減余地 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
　屋内運動場を建設する際に、安全性の確保を目的に必要最低限の整備を盛り込んだ適正なもので
ある。

要員配置の削減余地 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
　平常の定数人員内で、最低限の人員で実施している。

有
　
効
　
性

成果の達成度 ■ 達成度はかなり高い　　□ 達成度はやや高い　　□ 達成度は低い

（上記選択の理由　※成果指標の過去の動向把握(5段階)結果を含めて選択理由を記入）
●過去の動向把握…□大きく改善、□改善、■ほぼ横ばい、□減少、□大きく減少
　児童の安全と安心の確保が図れるほか、地域住民の緊急避難場所としての役割も大いに発揮でき
る。

成果の向上余地 □ 余地がかなりある　■ 余地がある程度ある　□余地はほとんどない

（上記選択の理由）
　必要な安全性の確保ができる。

　４　事務事業の改革・改善の方向性　（Ａｃｔｉｏｎ）

一
次
評
価
結
果

今後の改革の方向性

■ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

上記方向付けの理由
　平成２７年度に屋内運動場を建設し、平成２８年度に既存屋内運動の屋体を解体するため、現状
のまま事業を継続する必要がある。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　平成２８年度で事業完了予定である。

　

二
次
評
価
結
果

今後の改革の方向性

■ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

上記方向付けの理由
　現在の屋内運動場は耐震性が基準に満たないこと及び狭隘であることから、平成２７年度に新造
改築を行う必要があることから継続とした。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　平成２８年度に既存の屋内運動広場を解体し、事業を完了する。
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＜事務事業評価表＞

■

項 目

目標年度

平成２７年度

平成２７年度

平成29年度
見込額

0

0

0.00

所管部課名 教育部　　教育総務課 担当者

根拠法令等
義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する
法律(施設整備基本方針)、地震防災対策特別措置
法

マニフェスト関連

平成27年度 可愛小学校南中校舎耐震改修事業 事務事業 評価表
［単位：千円、人］

 １　事務事業の位置付け（Ｐｌａｎ）

事業の類型 　□ ソフト事業　　　　■ 建設・整備事業　　　　□ 施設管理　　　　□ 内部管理

事業の種類 　□ 特定事業　　　　　■ 義務的事業　　　　　　□ 裁量事業

政策
政策Ⅴ　次世代を担う人と文化を育
むまちづくり

施策 施策１　未来をたくましく生きる力を育む教育の推進

小施策 ③教育環境の充実

小学校耐震改修事業費

　２　事務事業の実施　（Ｄｏ）

事
業
の
内
容

概要
　公立学校施設整備負担金及び学校施設環境改善交付金事業により実施する。
　老朽化した南中校舎棟の耐震改修を実施し、児童等の安全性の確保及び教育環境の充実を
図るもの。

対象（誰を、何を対象
とする事業か）

　可愛小学校南中校舎棟

意図（どのような状態
にしたいのか）

　耐震改修を行い可愛小学校の施設の安全の確保を図り、児童等の安全性を
確保及び教育環境の充実を図るもの。

手段（市がどのような
活動をするか）

予算
科目
等

会計 一般会計

款 教育費 小学校費 小学校建設費

事項 小学校耐震改修事業費 細事項

活動指標 実施棟数 １棟

成果指標 建設工事実施率 100%

　耐震診断、耐力度調査により耐震化を図る必要がある施設の耐震性の確保
を図る整備を実施する。

事業期間 　□ 単年度繰返　■ 期間限定複数年度（⇒　　　25年度 ～　　27年度）

指標名 目標値

0

委託料 0 2,084 0

経
費
及
び
指
標
の
推
移

項目
平成25年度

決算額
平成26年度

決算額
平成27年度

予算額
平成28年度

見込額
事業費 0 2,084 222,000

工事請負費 0 0 222,000

補助金 0 0 0 0

国・県支出金 0 0 2,450

一般財源 0 2,084 200,850 0

要員配置状況 0.00 0.30 0.30 0.00

財
源
内
訳

その他 0 0 18,700

職員 0.00 0.30 0.30

嘱託員

成果指標の推移 0.0% 30.0% 100.0%

特筆すべき事項等

臨時職員等

活動指標の推移 0棟 1棟 1棟
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＜事務事業評価表＞
　３　事務事業の視点別評価　（Ｃｈｅｃｋ）

妥
　
当
　
性

対象・手段の妥当性 ■ 妥当である　　　□ 改善の余地はある　　　□ 妥当ではない

（上記選択の理由）
　優先度調査の結果に基づき、年次的に耐震診断、耐力度調査を実施し、その結果、南中校舎の耐
震改修を実施する必要がある。

市が関与すべき妥当性 ■ 市が関与すべき　　　□ 民間でも可能　　　□ 民間で実施すべき

（上記選択の理由）
　市所有の施設であり、学校の教育環境整備を行うことが必要である。

効
　
率
　
性

事業費の削減余地 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
　南中校舎の耐震改修をする際に、安全性の確保を目的に必要最低限の整備を盛り込んだ適正なも
のである。

要員配置の削減余地 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
　平常の定数人員内で、最低限の人員で実施している。

有
　
効
　
性

成果の達成度 ■ 達成度はかなり高い　　□ 達成度はやや高い　　□ 達成度は低い

（上記選択の理由　※成果指標の過去の動向把握(5段階)結果を含めて選択理由を記入）
●過去の動向把握…■大きく改善、□改善、□ほぼ横ばい、□減少、□大きく減少
　児童の安全と安心の確保が図れる。

成果の向上余地 □ 余地がかなりある　■ 余地がある程度ある　□余地はほとんどない

（上記選択の理由）
　必要な安全性の確保ができる。

　４　事務事業の改革・改善の方向性　（Ａｃｔｉｏｎ）

一
次
評
価
結
果

今後の改革の方向性

■ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

上記方向付けの理由
　平成２７年度に南中校舎棟の耐震改修工事を実施するため、現状のまま事業を継続する必要があ
る。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　平成２７年度で事業完了予定である。

　

二
次
評
価
結
果

今後の改革の方向性

■ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

上記方向付けの理由
　一次評価に同じ

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　一次評価に同じ
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＜事務事業評価表＞

■

項 目

目標年度

平成２７年度

平成２７年度

平成29年度
見込額

0

0

0.00

所管部課名 教育部　　教育総務課 担当者

根拠法令等
義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する
法律(施設整備基本方針)、地震防災対策特別措置
法

マニフェスト関連

平成27年度 副田小学校屋内運動場耐震改修事業 事務事業 評価表
［単位：千円、人］

 １　事務事業の位置付け（Ｐｌａｎ）

事業の類型 　□ ソフト事業　　　　■ 建設・整備事業　　　　□ 施設管理　　　　□ 内部管理

事業の種類 　□ 特定事業　　　　　■ 義務的事業　　　　　　□ 裁量事業

政策
政策Ⅴ　次世代を担う人と文化を育
むまちづくり

施策 施策１　未来をたくましく生きる力を育む教育の推進

小施策 ③教育環境の充実

小学校耐震改修事業費

　２　事務事業の実施　（Ｄｏ）

事
業
の
内
容

概要
　公立学校施設整備負担金及び学校施設環境改善交付金事業により実施する。
　老朽化した屋内運動場の耐震改修を実施し、児童等の安全性の確保及び教育環境の充実を
図るもの。

対象（誰を、何を対象
とする事業か）

　副田小学校屋内運動場

意図（どのような状態
にしたいのか）

　耐震改修を行い副田小学校の施設の安全の確保を図り、児童等の安全性を
確保及び教育環境の充実を図るもの。

手段（市がどのような
活動をするか）

予算
科目
等

会計 一般会計

款 教育費 小学校費 小学校建設費

事項 小学校耐震改修事業費 細事項

活動指標 実施棟数 １棟

成果指標 建設工事実施率 100%

　耐震診断、耐力度調査により耐震化を図る必要がある施設の耐震性の確保
を図る整備を実施する。

事業期間 　□ 単年度繰返　■ 期間限定複数年度（⇒　　　26年度 ～　　27年度）

指標名 目標値

0

委託料 0 2,227 0

経
費
及
び
指
標
の
推
移

項目
平成25年度

決算額
平成26年度

決算額
平成27年度

予算額
平成28年度

見込額
事業費 0 2,227 35,720

工事請負費 0 0 35,720

補助金 0 0 0 0

国・県支出金 0 0 10,100

一般財源 0 2,227 1,320 0

要員配置状況 0.00 0.20 0.30 0.00

財
源
内
訳

その他 0 0 24,300

職員 0.00 0.20 0.30

嘱託員

成果指標の推移 0.0% 30.0% 100.0%

特筆すべき事項等

臨時職員等

活動指標の推移 0棟 1棟 1棟
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＜事務事業評価表＞
　３　事務事業の視点別評価　（Ｃｈｅｃｋ）

妥
　
当
　
性

対象・手段の妥当性 ■ 妥当である　　　□ 改善の余地はある　　　□ 妥当ではない

（上記選択の理由）
　優先度調査の結果に基づき、年次的に耐震診断、耐力度調査を実施し、その結果、屋内運動場の
耐震改修を実施する必要がある。

市が関与すべき妥当性 ■ 市が関与すべき　　　□ 民間でも可能　　　□ 民間で実施すべき

（上記選択の理由）
　市所有の施設であり、学校の教育環境整備を行うことが必要である。

効
　
率
　
性

事業費の削減余地 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
　屋内運動場の耐震改修をする際に、安全性の確保を目的に必要最低限の整備を盛り込んだ適正な
ものである。

要員配置の削減余地 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
　平常の定数人員内で、最低限の人員で実施している。

有
　
効
　
性

成果の達成度 ■ 達成度はかなり高い　　□ 達成度はやや高い　　□ 達成度は低い

（上記選択の理由　※成果指標の過去の動向把握(5段階)結果を含めて選択理由を記入）
●過去の動向把握…■大きく改善、□改善、□ほぼ横ばい、□減少、□大きく減少
　児童の安全と安心の確保が図れる。

成果の向上余地 □ 余地がかなりある　■ 余地がある程度ある　□余地はほとんどない

（上記選択の理由）
　必要な安全性の確保ができる。

　４　事務事業の改革・改善の方向性　（Ａｃｔｉｏｎ）

一
次
評
価
結
果

今後の改革の方向性

■ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

上記方向付けの理由
　平成２７年度に屋内運動場の耐震改修工事を実施するため、現状のまま事業を継続する必要があ
る。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　平成２７年度で事業完了予定である。

　

二
次
評
価
結
果

今後の改革の方向性

■ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

上記方向付けの理由
　一次評価に同じ

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　一次評価に同じ
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＜事務事業評価表＞

■

項 目

目標年度

平成２７年度

平成２７年度

平成29年度
見込額

0

0

0.00

所管部課名 教育部　　教育総務課 担当者

根拠法令等
義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する
法律(施設整備基本方針)、地震防災対策特別措置
法

マニフェスト関連

平成27年度 朝陽小学校屋内運動場耐震改修事業 事務事業 評価表
［単位：千円、人］

 １　事務事業の位置付け（Ｐｌａｎ）

事業の類型 　□ ソフト事業　　　　■ 建設・整備事業　　　　□ 施設管理　　　　□ 内部管理

事業の種類 　□ 特定事業　　　　　■ 義務的事業　　　　　　□ 裁量事業

政策
政策Ⅴ　次世代を担う人と文化を育
むまちづくり

施策 施策１　未来をたくましく生きる力を育む教育の推進

小施策 ③教育環境の充実

小学校耐震改修事業費

　２　事務事業の実施　（Ｄｏ）

事
業
の
内
容

概要
　公立学校施設整備負担金及び学校施設環境改善交付金事業により実施する。
　老朽化した屋内運動場の耐震改修を実施し、児童等の安全性の確保及び教育環境の充実を
図るもの。

対象（誰を、何を対象
とする事業か）

　朝陽小学校屋内運動場

意図（どのような状態
にしたいのか）

　耐震改修を行い朝陽小学校の施設の安全の確保を図り、児童等の安全性を
確保及び教育環境の充実を図るもの。

手段（市がどのような
活動をするか）

予算
科目
等

会計 一般会計

款 教育費 小学校費 小学校建設費

事項 小学校耐震改修事業費 細事項

活動指標 実施棟数 １棟

成果指標 建設工事実施率 100%

　耐震診断、耐力度調査により耐震化を図る必要がある施設の耐震性の確保
を図る整備を実施する。

事業期間 　□ 単年度繰返　■ 期間限定複数年度（⇒　　　26年度 ～　　27年度）

指標名 目標値

0

委託料 0 2,128 0 0

経
費
及
び
指
標
の
推
移

項目
平成25年度

決算額
平成26年度

決算額
平成27年度

予算額
平成28年度

見込額
事業費 0 2,128 32,288

工事請負費 0 0 32,288

補助金 0 0 0 0

国・県支出金 0 0 7,837

一般財源 0 2,128 1,251 0

要員配置状況 0.00 0.00 0.30 0.30

財
源
内
訳

その他 0 0 23,200

職員 0.00 0.00 0.30 0.30

嘱託員

成果指標の推移 0.0% 30.0% 100.0%

特筆すべき事項等

臨時職員等

活動指標の推移 0棟 1棟 1棟
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＜事務事業評価表＞
　３　事務事業の視点別評価　（Ｃｈｅｃｋ）

妥
　
当
　
性

対象・手段の妥当性 ■ 妥当である　　　□ 改善の余地はある　　　□ 妥当ではない

（上記選択の理由）
　優先度調査の結果に基づき、年次的に耐震診断、耐力度調査を実施し、その結果、屋内運動場の
耐震改修を実施する必要がある。

市が関与すべき妥当性 ■ 市が関与すべき　　　□ 民間でも可能　　　□ 民間で実施すべき

（上記選択の理由）
　市所有の施設であり、学校の教育環境整備を行うことが必要である。

効
　
率
　
性

事業費の削減余地 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
　屋内運動場の耐震改修をする際に、安全性の確保を目的に必要最低限の整備を盛り込んだ適正な
ものである。

要員配置の削減余地 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
　平常の定数人員内で、最低限の人員で実施している。

有
　
効
　
性

成果の達成度 ■ 達成度はかなり高い　　□ 達成度はやや高い　　□ 達成度は低い

（上記選択の理由　※成果指標の過去の動向把握(5段階)結果を含めて選択理由を記入）
●過去の動向把握…■大きく改善、□改善、□ほぼ横ばい、□減少、□大きく減少
　児童の安全と安心の確保が図れる。

成果の向上余地 □ 余地がかなりある　■ 余地がある程度ある　□余地はほとんどない

（上記選択の理由）
　必要な安全性の確保ができる。

　４　事務事業の改革・改善の方向性　（Ａｃｔｉｏｎ）

一
次
評
価
結
果

今後の改革の方向性

■ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

上記方向付けの理由
　平成２７年度に屋内運動場の耐震改修工事を実施するため、現状のまま事業を継続する必要があ
る。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　平成２７年度で事業完了予定である。

　

二
次
評
価
結
果

今後の改革の方向性

■ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

上記方向付けの理由
　一次評価に同じ

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　一次評価に同じ

10



■

項 目

目標年度

平成２７年度

平成２７年度

平成29年度
見込額

0

0

0

0.00

0.00

根拠法令等
義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する
法律(施設整備基本方針)、地震防災対策特別措置
法

マニフェスト関連

平成27年度 入来中学校武道場天井落下対策事業 事務事業 評価表
［単位：千円、人］

 １　事務事業の位置付け（Ｐｌａｎ）

所管部課名 教育部　　教育総務課 担当者

事業の類型 　□ ソフト事業　　　　■ 建設・整備事業　　　　□ 施設管理　　　　□ 内部管理

事業の種類 　□ 特定事業　　　　　■ 義務的事業　　　　　　□ 裁量事業

政策
政策Ⅴ　次世代を担う人と文化を育
むまちづくり

施策 施策１　未来をたくましく生きる力を育む教育の推進

小施策 ③教育環境の充実

成果指標 安全対策 100%

予算
科目
等

会計 一般会計

款 教育費 中学校費 中学校建設費

事項 中学校耐震改修事業費 細事項 中学校耐震改修事業費

　２　事務事業の実施　（Ｄｏ）

事
業
の
内
容

概要
　学校施設環境改善交付金事業により実施する。
　入来中学校武道場の天井落下防止工事を行い生徒の安全を図るもの。

対象（誰を、何を対
象とする事業か）

　入来中学校武道場

意図（どのような状
態にしたいのか）

　入来中学校の武道場の安全の確保を図り、生徒の安全を確保するものと
する。

手段（市がどのよう
な活動をするか）

　天井落下防止対策工事を実施する。

事業期間 　□ 単年度繰返　■ 期間限定複数年度（⇒　　　26年度 ～　　27年度）

指標名 目標値

活動指標 実施棟数 1棟

経
費
及
び
指
標
の
推
移

項目
平成25年度

決算額
平成26年度

決算額
平成27年度

予算額
平成28年度

見込額
事業費 0 1,274 3,500 0

委託料 0 1,274 0 0

工事請負費 0 0 3,500 0

補助金 0 0 0 0

要員配置状況 0.00 0.30 0.30 0.00

国・県支出金 0 0 1,225財
源
内
訳

0

その他 0 0 2,100 0

一般財源 0 1,274 175 0

成果指標の推移 20.0% 100.0%

特筆すべき事項等

職員 0.00 0.30 0.30 0.00

嘱託員

臨時職員等

活動指標の推移 1棟 1棟
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　３　事務事業の視点別評価　（Ｃｈｅｃｋ）

妥
　
当
　
性

対象・手段の妥当性 ■ 妥当である　　　□ 改善の余地はある　　　□ 妥当ではない

（上記選択の理由）
　生徒の安全確保のために天井落下の防止対策工事は必要である。

市が関与すべき妥当性 ■ 市が関与すべき　　　□ 民間でも可能　　　□ 民間で実施すべき

（上記選択の理由）
　市所有の施設であり、学校の教育環境整備を行うことが必要である。

効
　
率
　
性

事業費の削減余地 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
　天井落下防止対策を実施する際に、安全性の確保を目的に必要最低限の整備を盛り込んだ適正な
ものである。

要員配置の削減余地 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
　平常の定数人員内で、最低限の人員で実施している。

有
　
効
　
性

成果の達成度 ■ 達成度はかなり高い　　□ 達成度はやや高い　　□ 達成度は低い

（上記選択の理由　※成果指標の過去の動向把握(5段階)結果を含めて選択理由を記入）
●過去の動向把握…■大きく改善、□改善、□ほぼ横ばい、□減少、□大きく減少
　生徒の安全と安心の確保が図れる。

成果の向上余地 ■ 余地がかなりある　□ 余地がある程度ある　□余地はほとんどない

（上記選択の理由）
　必要な安全性の確保ができる。

　４　事務事業の改革・改善の方向性　（Ａｃｔｉｏｎ）

一
次
評
価
結
果

今後の改革の方向性

■ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

上記方向付けの理由
　平成２７年度に武道場の天井落下防止工事を実施するため、現状のまま事業を継続する必要があ
る。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　平成２７年度で事業完了予定である。

　

二
次
評
価
結
果

今後の改革の方向性

■ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

上記方向付けの理由
　一次評価に同じ

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　一次評価に同じ
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■

項 目

目標年度

平成２７年度

平成２７年度

平成29年度
見込額

0

0

0

0.00

0.00

根拠法令等
義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する
法律(施設整備基本方針)、地震防災対策特別措置
法

マニフェスト関連

平成27年度 中学校校舎等外壁改修事業 事務事業 評価表
［単位：千円、人］

 １　事務事業の位置付け（Ｐｌａｎ）

所管部課名 教育部　　教育総務課 担当者

事業の類型 　□ ソフト事業　　　　■ 建設・整備事業　　　　□ 施設管理　　　　□ 内部管理

事業の種類 　□ 特定事業　　　　　■ 義務的事業　　　　　　□ 裁量事業

政策
政策Ⅴ　次世代を担う人と文化を育
むまちづくり

施策 施策１　未来をたくましく生きる力を育む教育の推進

小施策 ③教育環境の充実

成果指標 安全対策 100%

予算
科目
等

会計 一般会計

款 教育費 中学校費 中学校建設費

事項 中学校耐震改修事業費 細事項 中学校耐震改修事業費

　２　事務事業の実施　（Ｄｏ）

事
業
の
内
容

概要
　学校施設環境改善交付金事業により実施する。
　海陽中学校、海星中学校の校舎及び屋内運動場の外壁等の改修工事を行い生徒の安全を図
るもの。

対象（誰を、何を対
象とする事業か）

　海星中学校校舎及び屋内運動場、海陽中学校校舎及び屋内運動場

意図（どのような状
態にしたいのか）

　海星中学校、海陽中学校の校舎及び屋内運動場の安全の確保を図り、生
徒の安全を確保するものとする。

手段（市がどのよう
な活動をするか）

老朽化した校舎及び屋内運動場の外壁の落下防止対策工事を実施する。

事業期間 　□ 単年度繰返　■ 期間限定複数年度（⇒　　　27年度 ～　　27年度）

指標名 目標値

活動指標 実施棟数 2校

経
費
及
び
指
標
の
推
移

項目
平成25年度

決算額
平成26年度

決算額
平成27年度

予算額
平成28年度

見込額
事業費 0 0 60,000 0

委託料 0 0 2,032

工事請負費 0 0 57,968

補助金 0 0 0 0

要員配置状況 0.00 0.00 0.00 0.30

国・県支出金 0 0 19,300財
源
内
訳

その他 0 0 38,600

一般財源 0 0 2,100 0

成果指標の推移 100.0%

特筆すべき事項等

職員 0.00 0.00 0.00 0.30

嘱託員

臨時職員等

活動指標の推移 2校
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　３　事務事業の視点別評価　（Ｃｈｅｃｋ）

妥
　
当
　
性

対象・手段の妥当性 ■ 妥当である　　　□ 改善の余地はある　　　□ 妥当ではない

（上記選択の理由）
　生徒の安全確保のために外壁落下の防止対策工事は必要である。

市が関与すべき妥当性 ■ 市が関与すべき　　　□ 民間でも可能　　　□ 民間で実施すべき

（上記選択の理由）
　市所有の施設であり、学校の教育環境整備を行うことが必要である。

効
　
率
　
性

事業費の削減余地 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
　外壁落下防止対策を実施する際に、安全性の確保を目的に必要最低限の整備を盛り込んだ適正な
ものである。

要員配置の削減余地 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
　平常の定数人員内で、最低限の人員で実施している。

有
　
効
　
性

成果の達成度 ■ 達成度はかなり高い　　□ 達成度はやや高い　　□ 達成度は低い

（上記選択の理由　※成果指標の過去の動向把握(5段階)結果を含めて選択理由を記入）
●過去の動向把握…■大きく改善、□改善、□ほぼ横ばい、□減少、□大きく減少
　生徒の安全と安心の確保が図れる。

成果の向上余地 ■ 余地がかなりある　□ 余地がある程度ある　□余地はほとんどない

（上記選択の理由）
　必要な安全性の確保ができる。

　４　事務事業の改革・改善の方向性　（Ａｃｔｉｏｎ）

一
次
評
価
結
果

今後の改革の方向性

■ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

上記方向付けの理由
　校舎及び屋内運動場の外壁落下防止工事を実施するため、現状のまま事業を継続する必要があ
る。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　平成２７年度で事業完了予定である。

　

二
次
評
価
結
果

今後の改革の方向性

■ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

上記方向付けの理由
　一次評価に同じ

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　一次評価に同じ
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■

項 目

目標年度

平成２７年度

平成２７年度

平成29年度
見込額

0

0

0

0.00

0.00

所管部課名 教育部　　教育総務課 担当者

根拠法令等
義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する
法律(施設整備基本方針)、地震防災対策特別措置
法

マニフェスト関連

平成27年度 樋脇中学校武道場天井落下対策事業 事務事業 評価表
［単位：千円、人］

 １　事務事業の位置付け（Ｐｌａｎ）

事業の類型 　□ ソフト事業　　　　■ 建設・整備事業　　　　□ 施設管理　　　　□ 内部管理

事業の種類 　□ 特定事業　　　　　■ 義務的事業　　　　　　□ 裁量事業

政策
政策Ⅴ　次世代を担う人と文化を育
むまちづくり

施策 施策１　未来をたくましく生きる力を育む教育の推進

小施策 ③教育環境の充実

中学校耐震改修事業費

　２　事務事業の実施　（Ｄｏ）

事
業
の
内
容

概要
　学校施設環境改善交付金事業により実施する。
　樋脇中学校武道場の天井落下防止工事を行い生徒の安全を図るもの。

対象（誰を、何を対
象とする事業か）

　樋脇中学校武道場

意図（どのような状
態にしたいのか）

　樋脇中学校の武道場の安全の確保を図り、生徒の安全を確保するものと
する。

手段（市がどのよう
な活動をするか）

予算
科目
等

会計 一般会計

款 教育費 中学校費 中学校建設費

事項 中学校耐震改修事業費 細事項

活動指標 実施棟数 1棟

成果指標 安全対策 100%

　天井落下防止対策工事を実施する。

事業期間 　□ 単年度繰返　■ 期間限定複数年度（⇒　　　26年度 ～　　27年度）

指標名 目標値

0

委託料 0 583 0 0

経
費
及
び
指
標
の
推
移

項目
平成25年度

決算額
平成26年度

決算額
平成27年度

予算額
平成28年度

見込額
事業費 0 583 15,080

工事請負費 0 0 15,080 0

補助金 0 0 0 0

国・県支出金 0 0 3,596

一般財源 0 583 584 0

要員配置状況 0.00 0.30 0.30 0.00

財
源
内
訳

0

その他 0 0 10,900 0

職員 0.00 0.30 0.30 0.00

嘱託員

成果指標の推移 30.0% 100.0%

特筆すべき事項等

臨時職員等

活動指標の推移 1棟 1棟
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　３　事務事業の視点別評価　（Ｃｈｅｃｋ）

妥
　
当
　
性

対象・手段の妥当性 ■ 妥当である　　　□ 改善の余地はある　　　□ 妥当ではない

（上記選択の理由）
　生徒の安全確保のために天井落下の防止対策工事は必要である。

市が関与すべき妥当性 ■ 市が関与すべき　　　□ 民間でも可能　　　□ 民間で実施すべき

（上記選択の理由）
　市所有の施設であり、学校の教育環境整備を行うことが必要である。

効
　
率
　
性

事業費の削減余地 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
　天井落下防止対策を実施する際に、安全性の確保を目的に必要最低限の整備を盛り込んだ適正な
ものである。

要員配置の削減余地 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
　平常の定数人員内で、最低限の人員で実施している。

有
　
効
　
性

成果の達成度 ■ 達成度はかなり高い　　□ 達成度はやや高い　　□ 達成度は低い

（上記選択の理由　※成果指標の過去の動向把握(5段階)結果を含めて選択理由を記入）
●過去の動向把握…■大きく改善、□改善、□ほぼ横ばい、□減少、□大きく減少
　生徒の安全と安心の確保が図れる。

成果の向上余地 □ 余地がかなりある　■ 余地がある程度ある　□余地はほとんどない

（上記選択の理由）
　必要な安全性の確保ができる。

　４　事務事業の改革・改善の方向性　（Ａｃｔｉｏｎ）

一
次
評
価
結
果

今後の改革の方向性

■ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

上記方向付けの理由
　平成２７年度に武道場の天井落下防止工事を実施するため、現状のまま事業を継続する必要があ
る。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　平成２７年度で事業完了予定である。

　

二
次
評
価
結
果

今後の改革の方向性

■ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

上記方向付けの理由
　一次評価に同じ

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　一次評価に同じ
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＜事務事業評価表＞

■

項 目

目標年度

平成２７年度

平成２７年度

平成29年度
見込額

0

0

0

0.00

0.00

所管部課名 教育部　　教育総務課 担当者

根拠法令等
義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する
法律(施設整備基本方針)、地震防災対策特別措置
法

マニフェスト関連

平成27年度 祁答院中学校武道場天井落下対策事業 事務事業 評価表
［単位：千円、人］

 １　事務事業の位置付け（Ｐｌａｎ）

事業の類型 　□ ソフト事業　　　　■ 建設・整備事業　　　　□ 施設管理　　　　□ 内部管理

事業の種類 　□ 特定事業　　　　　■ 義務的事業　　　　　　□ 裁量事業

政策
政策Ⅴ　次世代を担う人と文化を育
むまちづくり

施策 施策１　未来をたくましく生きる力を育む教育の推進

小施策 ③教育環境の充実

中学校耐震改修事業費

　２　事務事業の実施　（Ｄｏ）

事
業
の
内
容

概要
　学校施設環境改善交付金事業により実施する。
　祁答院中学校武道場の天井落下防止工事を行い生徒の安全を図るもの。

対象（誰を、何を対象
とする事業か）

　祁答院中学校武道場

意図（どのような状態
にしたいのか）

　祁答院中学校の武道場の安全の確保を図り、生徒の安全を確保するものと
する。

手段（市がどのような
活動をするか）

予算
科目
等

会計 一般会計

款 教育費 中学校費 中学校建設費

事項 中学校耐震改修事業費 細事項

活動指標 実施棟数 1棟

成果指標 安全対策 100%

　天井落下防止対策工事を実施する。

事業期間 　□ 単年度繰返　■ 期間限定複数年度（⇒　　　26年度 ～　　27年度）

指標名 目標値

0

委託料 0 756 0 0

経
費
及
び
指
標
の
推
移

項目
平成25年度

決算額
平成26年度

決算額
平成27年度

予算額
平成28年度

見込額
事業費 0 756 32,880

工事請負費 0 0 32,880 0

補助金 0 0 0 0

国・県支出金 0 0 7,810

一般財源 0 756 1,270 0

要員配置状況 0.00 0.00 0.30 0.30

財
源
内
訳

0

その他 0 0 23,800 0

職員 0.00 0.00 0.30 0.30

嘱託員

成果指標の推移 20.0% 100.0%

特筆すべき事項等

臨時職員等

活動指標の推移 棟 1用 1棟
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＜事務事業評価表＞
　３　事務事業の視点別評価　（Ｃｈｅｃｋ）

妥
　
当
　
性

対象・手段の妥当性 ■ 妥当である　　　□ 改善の余地はある　　　□ 妥当ではない

（上記選択の理由）
　生徒の安全確保のために天井落下の防止対策工事は必要である。

市が関与すべき妥当性 ■ 市が関与すべき　　　□ 民間でも可能　　　□ 民間で実施すべき

（上記選択の理由）
　市所有の施設であり、学校の教育環境整備を行うことが必要である。

効
　
率
　
性

事業費の削減余地 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
　天井落下防止対策を実施する際に、安全性の確保を目的に必要最低限の整備を盛り込んだ適正な
ものである。

要員配置の削減余地 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
　平常の定数人員内で、最低限の人員で実施している。

有
　
効
　
性

成果の達成度 ■ 達成度はかなり高い　　□ 達成度はやや高い　　□ 達成度は低い

（上記選択の理由　※成果指標の過去の動向把握(5段階)結果を含めて選択理由を記入）
●過去の動向把握…■大きく改善、□改善、□ほぼ横ばい、□減少、□大きく減少
　生徒の安全と安心の確保が図れる。

成果の向上余地 □ 余地がかなりある　■ 余地がある程度ある　□余地はほとんどない

（上記選択の理由）
　必要な安全性の確保ができる。

　４　事務事業の改革・改善の方向性　（Ａｃｔｉｏｎ）

一
次
評
価
結
果

今後の改革の方向性

■ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

上記方向付けの理由
　平成２７年度に武道場の天井落下防止工事を実施するため、現状のまま事業を継続する必要があ
る。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　平成２７年度で事業完了予定である。

　

二
次
評
価
結
果

今後の改革の方向性

■ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

上記方向付けの理由
　一次評価に同じ

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　一次評価に同じ
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＜事務事業評価表＞

■

項 目

目標年度

平成27年度

平成27年度

平成29年度
見込額

0

0

0

0.00

0

0%

特筆すべき事項等

経
費
及
び
指
標
の
推
移

項目
平成25年度

決算額
平成26年度

決算額
0

平成27年度
予算額

平成28年度
見込額

事業費 0 0 10,084

活動指標の推移 0 0 2棟 0

成果指標の推移 0% 0% 100% 0%

嘱託員

臨時職員等

要員配置状況 0.00 0.00 0.00 0.00

職員 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

その他 0 0 7,200

一般財源 0 0 532 0

国・県支出金 0 0 2,352

補助金 0 0 0 0

委託料 0 0 0

工事請負費 0 0 10,084

　２　事務事業の実施　（Ｄｏ）

事
業
の
内
容

概要

　学校施設環境改善交付金事業により実施する。
　山田小屋内運動場及び藤川小屋内運動場の天井落下防止工事を行い児童等の安全を図るも
の。

対象（誰を、何を対象
とする事業か）

　山田小学校屋内運動場、藤川小学校屋内運動場

意図（どのような状態
にしたいのか）

　山田小学校屋内運動場、藤川小学校屋内運動場の安全の確保を図り、児童
等の安全を確保するものとする。

安全対策 100%

　天井落下防止工事を実施する。

事業期間 　□ 単年度繰返　■ 期間限定複数年度（⇒　　　26年度 ～　　　27年度）

指標名 目標値

手段（市がどのような
活動をするか）

活動指標 実施棟数 2

成果指標

予算
科目
等

会計 一般会計

款 教育費 小学校費 小学校建設費

事項 小学校耐震改修事業費 細事項 小学校耐震改修事業費

平成27年度 小学校屋内運動場天井等耐震改修事業 事務事業 評価表
［単位：千円、人］

 １　事務事業の位置付け（Ｐｌａｎ）

施策１　未来をたくましく生きる力を育む教育の推進

小施策 ③教育環境の充実

所管部課名 教育部　　教育総務課 担当者

根拠法令等
義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する
法律(施設整備基本方針)、地震防災対策特別措置
法

マニフェスト関連

事業の類型 　□ ソフト事業　　　　■ 建設・整備事業　　　　□ 施設管理　　　　□ 内部管理

事業の種類 　■ 特定事業　　　　　□ 義務的事業　　　　　　□ 裁量事業

政策
政策Ⅴ　次世代を担う人と文化を育
むまちづくり

施策
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＜事務事業評価表＞

　

二
次
評
価
結
果

今後の改革の方向性

■ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

上記方向付けの理由
　一次評価に同じ

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　一次評価に同じ

　４　事務事業の改革・改善の方向性　（Ａｃｔｉｏｎ）

一
次
評
価
結
果

今後の改革の方向性

■ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

上記方向付けの理由
　平成２７年度に屋内運動場の天井落下防止工事を実施するため、現状のまま事業を継続する必要
がある。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　平成２７年度で事業完了予定である。

有
　
効
　
性

成果の達成度 ■ 達成度はかなり高い　　□ 達成度はやや高い　　□ 達成度は低い

（上記選択の理由　※成果指標の過去の動向把握(5段階)結果を含めて選択理由を記入）
●過去の動向把握…□大きく改善、□改善、■ほぼ横ばい、□減少、□大きく減少
　児童等の安全と安心の確保が図れる。

成果の向上余地 ■ 余地がかなりある　□ 余地がある程度ある　□余地はほとんどない

（上記選択の理由）
　必要な安全性の確保ができる。

効
　
率
　
性

事業費の削減余地 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
　天井落下防止対策を実施する際に、安全性の確保を目的に必要最低限の整備を盛り込んだ適正な
ものである。

要員配置の削減余地 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
　平常の定数人員で、最低限の人員で実施している。

　３　事務事業の視点別評価　（Ｃｈｅｃｋ）

妥
　
当
　
性

対象・手段の妥当性 ■ 妥当である　　　□ 改善の余地はある　　　□ 妥当ではない

（上記選択の理由）
　児童等の安全確保のために天井落下の防止対策工事は必要である。

市が関与すべき妥当性 ■ 市が関与すべき　　　□ 民間でも可能　　　□ 民間で実施すべき

（上記選択の理由）
　市所有の施設であり、学校の教育環境整備を行うことが必要である。
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